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１ 統一的な基準導入の経緯 

 財務諸表については多くの地方自治体において既存の決算統計データを活用した簡便な

作成方式である総務省方式改訂モデルが採用されていました。しかし決算統計データから

算出される仕訳や資産負債情報では実態を正確に反映した財務諸表が作成できないことか

ら、発生主義・複式簿記といった企業会計手法により、ストック(どれだけの資産を蓄えて

いるか)やフロー(資金がどのように動いたか、その流れ)を明らかにし、個々の事業や施設

単位でのコスト分析、公共施設マネジメント等への活用を目的とした統一的な基準が、平成

29 年度決算より導入されました。 

 

 

２ 財務書類とは 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書及びこれらの財務 

書類に関連する事項についての附属明細書で構成されています。 

 

（１）貸借対照表 

年度末時点での資産や負債などのストック（蓄積）情報を明らかにすることを目的 

として作成するものです。 

 

（２）行政コスト計算書 

行政サービス提供にかかったコスト（消費的経費）から、受益者負担分など（収益） 

を差し引いた後の純行政コストを明らかにすることを目的として作成するものです。 

 

（３）純資産変動計算書 

会計期間中の純資産（資産－負債）の増減について、要因、財源等を明らかにする 

ことを目的として作成するものです。 

 

（４）資金収支計算書 

会計期間中の資金の増減について、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務 

活動収支」の３区分により要因等を明らかにすることを目的として作成するものです。 

 

 

 

 

 



- 47 - 

 

 

３ 今後の利活用について 

 統一的な基準により整備された複式簿記の手法を用いて、これまで不明確だった資

産・負債（ストック情報）や資金の流れ（フロー情報）が「見える化」されました。今

後についてはこの「見える化」された情報の分析（経年比較や他団体との比較検証）に

より得られた情報を、財政運営における目標設定等へ活用することを検討していきます。 

 

４ 連結財務諸表ついて 

統一的な基準では町の会計だけでなく、一部事務組合および広域連合までを連結した

連結財務書類を作成します。すべての連結団体が財務諸表を作り終える時期が毎年１月

頃となるため、当町における連結財務諸表の作成は３月を予定しています。 
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財務諸表の分析【一般会計等】 

  

 総務省では統一的な基準による財務諸表の活用として以下の指標による分析を例示していま

す。今後も継続的に指標を蓄積し、経年比較することで全体の傾向を分析していきます。 

 

 

 

 

１ 住民一人当たりの資産額 

資産合計÷住民基本台帳人口 

36,302,312 千円÷29,374 人＝1,236 千円 ≪前年度：1,209 千円≫ 

 町の資産が住民一人あたりどのくらいあるのかを示しています。 

 

２ 住民一人当たりの負債額 

    負債合計÷住民基本台帳人口 

    9,120,121 千円÷29,374 人＝310 千円 ≪前年度：291 千円≫ 

    町の負債が住民一人あたりどのくらいあるのかを示しています。 

 

３ 住民一人当たりの行政コスト 

    純行政コスト÷住民基本台帳人口 

    12,674,510 千円÷29,374 人＝431 千円 ≪前年度：319 千円≫ 

    住民一人当たりの行政コストを算出することで、行政活動の効率性をみることができます。 

 

４ 歳入額対資産比率 

   資産合計÷歳入総額 

36,302,312 千円÷14,233,871 千円＝2.6 年 ≪前年度：3.2 年≫ 

    これまで形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを示しています。 

 

５ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

   減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×100 

45,057,174 千円÷（27,761,965－10,728,370＋45,057,174）×100 

＝72.6％ ≪前年度：71.8％≫ 

    償却資産全体が耐用年数に対して取得からどの程度経過しているかを示しています。 

 

６ 純資産比率 

   純資産÷資産合計×100 

27,182,191 千円÷36,302,312 千円×100＝74.9％ ≪前年度：75.9％≫ 

資産全体に対する純資産の割合は将来世代と現世代までの負担のバランスが適切に保たれて 

いるのかを図る指標となります。 
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７ 社会資本等形成の世代間負担比率 

   地方債残高÷有形・無形固定資産合計×100 

7,972,942 千円÷27,764,142 千円×100＝28.7％ ≪前年度：26.3％≫ 

    町の資産がどれだけの地方債（将来の世代にも負担を求めながら形成された社会資本）により 

整備されたか割合を算出することにより､将来世代の負担割合を図ることができます。 

 

８ 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

   業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金積立支出及び基金取崩収入を除く） 

   679,483 千円＋（△794,599 千円）＝△115,116 千円 ≪前年度：△317,724 千円≫ 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立支出及

び基金取崩収入を除く）の合計額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出

と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となり、当該バランスが均衡してい

る場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加

せず、持続可能な財政運営が実現できていると捉えることができます。 

 

９ 受益者負担比率 

   経常収益÷経常費用 

   293,016 千円÷12,696,220 千円×100＝2.3％ ≪前年度：3.2％≫ 

    使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担と行政サービス提供に対する直接的な負担 

の割合を示しています。 



 



財 務 諸 表

（ 一 般 会 計 等 財 務 書 類 ）



【様式第１号】

貸借対照表
（令和 3年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 33,943,502 固定負債 8,370,066 

有形固定資産 27,761,965 地方債 7,331,885 
事業用資産 13,051,381 長期未払金 - 

土地 7,628,067 退職手当引当金 1,034,824 
立木竹 - 損失補償等引当金 3,357 
建物 11,785,870 その他 - 
建物減価償却累計額 △ 7,246,589 流動負債 750,055 
工作物 303,030 １年内償還予定地方債 641,057 
工作物減価償却累計額 △ 25,256 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 89,093 
航空機 - 預り金 19,905 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 9,120,121 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 606,259 固定資産等形成分 35,533,107 

インフラ資産 14,617,201 余剰分（不足分） △ 8,350,916 
土地 3,100,303 
建物 931,464 
建物減価償却累計額 △ 517,436 
工作物 47,983,316 
工作物減価償却累計額 △ 36,915,561 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 35,115 

物品 445,714 
物品減価償却累計額 △ 352,332 

無形固定資産 2,177 
ソフトウェア 2,177 
その他 - 

投資その他の資産 6,179,360 
投資及び出資金 3,549,920 

有価証券 41,000 
出資金 3,508,920 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 66,867 
長期貸付金 8,121 
基金 2,559,241 

減債基金 - 
その他 2,559,241 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 4,789 

流動資産 2,358,811 
現金預金 737,709 
未収金 34,098 
短期貸付金 - 
基金 1,589,605 

財政調整基金 1,109,294 
減債基金 480,311 

棚卸資産 - 
その他 3 
徴収不能引当金 △ 2,605 27,182,191 

36,302,312 36,302,312 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和 2年 4月 1日
至　令和 3年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 12,696,220 

業務費用 6,021,595 

人件費 1,694,916 

職員給与費 1,397,178 

賞与等引当金繰入額 89,093 

退職手当引当金繰入額 - 

その他 208,645 

物件費等 4,203,816 

物件費 2,738,172 

維持補修費 187,424 

減価償却費 1,278,220 

その他 - 

その他の業務費用 122,863 

支払利息 32,988 

徴収不能引当金繰入額 3,740 

その他 86,135 

移転費用 6,674,624 

補助金等 4,069,424 

社会保障給付 1,273,024 

他会計への繰出金 1,327,749 

その他 4,426 

経常収益 293,016 

使用料及び手数料 87,327 

その他 205,690 

純経常行政コスト 12,403,203 

臨時損失 282,209 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 278,762 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 3,357 

その他 90 

臨時利益 10,902 

資産売却益 10,902 

その他 - 

純行政コスト 12,674,510 

科目
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【様式第３号】

純資産変動計算書
自　令和 2年 4月 1日
至　令和 3年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 27,012,848 34,655,525 △ 7,642,677 

純行政コスト（△） △ 12,674,510 △ 12,674,510 

財源 12,159,488 12,159,488 

税収等 6,705,240 6,705,240 

国県等補助金 5,454,248 5,454,248 

本年度差額 △ 515,023 △ 515,023 

固定資産等の変動（内部変動） 193,216 △ 193,216 

有形固定資産等の増加 △ 589,025 589,025 

有形固定資産等の減少 △ 485,727 485,727 

貸付金・基金等の増加 2,744,227 △ 2,744,227 

貸付金・基金等の減少 △ 1,476,258 1,476,258 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 684,366 684,366 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 169,343 877,582 △ 708,239 

本年度末純資産残高 27,182,191 35,533,107 △ 8,350,916 

科目 合計
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【様式第４号】

資金収支計算書
自　令和 2年 4月 1日
至　令和 3年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 11,547,502 

業務費用支出 4,872,878 
人件費支出 1,694,916 
物件費等支出 3,059,357 
支払利息支出 32,988 
その他の支出 85,616 

移転費用支出 6,674,624 
補助金等支出 4,069,424 
社会保障給付支出 1,273,024 
他会計への繰出支出 1,327,749 
その他の支出 4,426 

業務収入 12,193,997 
税収等収入 6,710,876 
国県等補助金収入 5,226,080 
使用料及び手数料収入 89,742 
その他の収入 167,299 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 646,495 
【投資活動収支】

投資活動支出 2,276,258 
公共施設等整備費支出 1,036,761 
基金積立金支出 634,497 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 605,000 
その他の支出 - 

投資活動収入 896,474 
国県等補助金収入 228,167 
基金取崩収入 49,312 
貸付金元金回収収入 606,837 
資産売却収入 12,158 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 1,379,784 
【財務活動収支】

財務活動支出 565,185 
地方債償還支出 565,185 
その他の支出 - 

財務活動収入 1,143,400 
地方債発行収入 1,143,400 
その他の収入 - 

財務活動収支 578,215 
本年度資金収支額 △ 155,075 
前年度末資金残高 872,879 
本年度末資金残高 717,804 

前年度末歳計外現金残高 15,732 
本年度歳計外現金増減額 4,173 
本年度末歳計外現金残高 19,905 
本年度末現金預金残高 737,709 

科目
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1　重要な会計方針
(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
③　出資金
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　 15年～50年
　　　　工作物  5年～50年
　　　　物品　  3年～10年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
③　リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　  　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　  　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法
①　投資損失引当金
　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が
  著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
②　徴収不能引当金
　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
③　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。
④　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に
  規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について
  それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

注記
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(6)　資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで
います。

(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上
　しています。
　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
②　資本的支出と修繕費の区分基準
　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が50万円未満であるときは修繕費として処理して
　います。

2　重要な後発事象
(1)　その他重要な後発事象

3　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）
(1)　対象範囲

　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　一般会計
　　宝積寺駅西第一土地区画整理事業特別会計
　

(2)　出納整理期間について
　地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における
現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

(3)　表示金額単位
　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4)　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　実質赤字比率 　　　△ 8.16％
　連結実質赤字比率 　△31.51％
　実質公債費比率        1.1 ％
　将来負担比率       △41.0 ％

(5)　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 50,196千円

(6)　繰越事業に係る将来の支出予定額
　繰越事業に係る将来の支出予定額
　
　一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　350,686千円
　宝積寺駅西第一土地区画整理事業特別会計　 　　 0千円
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　350,686千円

4　追加情報（貸借対照表に係るもの）
(1)　地方交付税措置のある地方債

　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見
込まれる金額 6,845,713千円

(2)　将来負担に関する情報
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6,714,532千円
　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    783,024千円
　　将来負担額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  12,779,404千円
　　充当可能基金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,689,460千円
　　特定財源見込額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　   884,680千円
　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 　　　 9,642,164千円
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5　追加情報（純資産変動計算書に係るもの）
(1)　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①　固定資産等形成分
　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
②　余剰分（不足分）
　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

6　追加情報（資金収支計算書に係るもの）
(1)　基礎的財政収支

　△115,116千円

(2)　既存の決算情報との関連性
　既存の決算情報との関連性
①　歳入歳出決算書
　　歳入：15,057,959千円、歳出：14,340,301千円
②　財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額
　　歳入：△ 824,088千円、歳出：　  48,645千円
③　資金収支計算書
　　歳入：14,233,871千円、歳出：14,388,946千円
　地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計
算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（宝積寺
駅西第一土地区画整理事業特別会計）の分だけ異なります。
　また、一般会計と上記特別会計間の繰出繰入について相殺していること、及び資金収支計算書には前年度
からの繰越金について計上されないため、当該金額分についても異なります。

(3)　一時借入金
　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
　なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　　一時借入金の限度額　　 　500,000千円
　　一時借入金に係る利子額 　　　　0千円
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ス
ト

1
,
9
0
0
,
5
9
8

1
,
5
1
9
,
6
5
4

3
,
4
8
7
,
6
8
6

7
2
5
,
1
6
4

5
5
0
,
8
4
2

4
8
8
,
5
7
8

3
,
7
3
0
,
6
8
1

1
2
,
4
0
3
,
2
0
3

臨
時

損
失

0
2
8
1
,
3
6
9

△
 
6
0

0
6
9
3

0
2
0
7

2
8
2
,
2
0
9

災
害

復
旧

事
業

費
0

0
0

0
0

0
0

0

資
産

除
売

却
損

0
2
8
1
,
3
6
9

0
0

6
9
3

0
△

 
3
,
3
0
0

2
7
8
,
7
6
2

投
資

損
失

引
当

金
繰

入
額

0
0

0
0

0
0

0
0

損
失

補
償

等
引

当
金

繰
入

額
0

0
0

0
0

0
3
,
3
5
7

3
,
3
5
7

そ
の

他
0

0
△

 
6
0

0
0

0
1
5
0

9
0

臨
時

利
益

0
0

0
0

0
0

1
0
,
9
0
2

1
0
,
9
0
2

資
産

売
却

益
0

0
0

0
0

0
1
0
,
9
0
2

1
0
,
9
0
2

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0

純
行

政
コ

ス
ト

1
,
9
0
0
,
5
9
8

1
,
8
0
1
,
0
2
3

3
,
4
8
7
,
6
2
6

7
2
5
,
1
6
4

5
5
1
,
5
3
5

4
8
8
,
5
7
8

3
,
7
1
9
,
9
8
6

1
2
,
6
7
4
,
5
1
0

消
防

総
務

合
計

区
分

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
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③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（

単
位

：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・

口
数

な
ど

（
A）

時
価

単
価

（
B）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A）

×
（

B）
（

C）
取

得
単

価
（

D）

取
得

原
価

（
A）

×
（

D）
（

E）

評
価

差
額

（
C）

－
（

E）
（

F）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

合
計

0
0

0
0

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

千
円

）

相
手

先
名

出
資

金
額

(
貸

借
対

照
表

計
上

額
)

（
A
）

資
産

（
B）

負
債

（
C）

純
資

産
額

（
B）

－
（

C）
（

D）
資

本
金

（
E）

出
資

割
合

（
％

）
（

A）
/（

E）
（

F）

実
質

価
額

（
D）

×
（

F）
（

G）

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

水
道

事
業

会
計

2,
00

8,
07

1
8,

02
1,

55
8

1,
77

8,
59

8
6,

24
2,

95
9

4,
41

5,
26

3
45

.4
8

2,
83

9,
29

8
0

2,
00

8,
07

1

下
水

道
事

業
会

計
1,

42
7,

39
8

12
,7

00
,3

71
10

,5
50

,3
44

2,
15

0,
02

7
1,

45
5,

26
2

98
.0

9
2,

10
8,

96
2

0
1,

42
7,

39
8

合
計

3,
43

5,
46

9
20

,7
21

,9
29

12
,3

28
,9

42
8,

39
2,

98
6

5,
87

0,
52

5
4,

94
8,

25
9

0
3,

43
5,

46
9

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

以
外

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

千
円

）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A）

資
産

（
B）

負
債

（
C）

純
資

産
額

（
B）

－
（

C）
（

D）
資

本
金

（
E）

出
資

割
合

（
％

）
（

A）
/（

E）
（

F）

実
質

価
額

（
D）

×
（

F）
（

G）
強

制
評

価
減

（
H）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（

Ｉ
）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

株
式

会
社

　
シ

ス
テ

ム
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

と
ち

ぎ
20

,0
00

50
4,

41
0

37
8,

15
6

12
6,

25
4

63
7,

00
0

3.
14

3,
96

4
0

20
,0

00
20

,0
00

株
式

会
社

　
と

ち
ぎ

産
業

交
流

セ
ン

タ
ー

16
,0

00
1,

87
6,

76
2

24
,7

85
1,

85
1,

97
8

10
0,

00
0

16
.0

0
29

6,
31

6
0

16
,0

00
16

,0
00

株
式

会
社

　
栃

木
県

畜
産

公
社

5,
00

0
5,

32
5,

19
2

4,
99

6,
65

3
32

8,
53

9
96

7,
20

0
0.

52
1,

70
8

0
5,

00
0

5,
00

0

栃
木

県
農

業
信

用
基

金
協

会
4,

82
0

18
7,

73
3,

99
8

17
9,

09
3,

48
1

8,
64

0,
51

7
4,

84
8,

12
0

0.
10

8,
64

1
0

4,
82

0
4,

82
0

栃
木

県
信

用
保

証
協

会
3,

64
6

64
3,

76
2,

74
3

59
9,

02
6,

01
3

44
,7

36
,7

30
43

,8
69

,6
32

0.
01

4,
47

4
0

3,
64

6
3,

64
6

栃
木

県
農

業
後

継
者

育
成

基
金

5,
70

2
2,

38
3,

54
5

1,
00

0,
75

0
1,

38
2,

79
5

98
5,

16
8

0.
58

8,
02

0
0

5,
70

2
5,

70
2

栃
木

県
産

業
振

興
セ

ン
タ

ー
10

,0
00

9,
75

3,
61

1
8,

17
8,

92
0

1,
57

4,
69

1
42

7,
71

5
2.

34
36

,8
48

0
10

,0
00

10
,0

00

栃
木

県
高

齢
者

総
合

セ
ン

タ
ー

39
0

14
2,

47
8

82
,0

49
60

,4
29

30
,0

00
1.

30
78

6
0

39
0

39
0

栃
木

県
国

際
交

流
協

会
78

0
39

5,
56

9
60

,9
22

33
4,

64
7

29
8,

00
0

0.
26

87
0

0
78

0
78

0

と
ち

ぎ
県

産
品

振
興

協
会

12
0

75
5,

76
3

10
2,

30
5

65
3,

45
8

38
2,

31
0

0.
03

19
6

0
12

0
12

0

栃
木

県
暴

力
追

放
県

民
セ

ン
タ

ー
1,

09
0

60
6,

91
3

6,
62

4
60

0,
28

9
58

8,
95

1
0.

19
1,

14
1

0
1,

09
0

1,
09

0

ふ
る

さ
と

市
町

村
圏

基
金

45
,0

34
25

5,
18

9
0

25
5,

18
9

25
5,

18
9

17
.6

5
45

,0
41

0
45

,0
34

45
,0

34

栃
木

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
69

2,
56

3,
35

2
55

0,
89

0
2,

01
2,

46
1

55
,0

00
0.

13
2,

61
6

0
69

69

地
方

公
共

団
体

金
融
機

構
1,

80
0

24
,8

57
,6

06
,0

00
24

,5
16

,9
85

,0
00

34
0,

62
1,

00
0

16
,6

02
,0

00
0.

01
34

,0
62

0
1,

80
0

1,
80

0

合
計

11
4,

45
1

25
,7

13
,6

65
,5

24
25

,3
10

,4
86

,5
48

40
3,

17
8,

97
6

70
,0

46
,2

85
44

4,
68

3
0

11
4,

45
1

11
4,

45
1
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

財
政

調
整

基
金

1,
10

9,
29

4
0

0
0

1,
10

9,
29

4
1,

10
9,

29
4

減
債

基
金

48
0,

31
1

0
0

0
48

0,
31

1
48

0,
31

1

都
市

計
画

施
設

整
備

基
金

62
9,

57
3

0
0

0
62

9,
57

3
62

9,
57

3

地
域

づ
く

り
推

進
基

金
17

,4
26

0
0

0
17

,4
26

17
,4

26

地
域

福
祉

基
金

43
,5

04
0

0
0

43
,5

04
43

,5
04

庁
舎

整
備

基
金

1,
01

6,
59

7
0

0
0

1,
01

6,
59

7
1,

01
6,

59
7

小
山

文
化

ス
ポ

ー
ツ

振
興

基
金

7,
95

0
0

0
0

7,
95

0
7,

95
0

学
校

施
設

整
備

基
金

68
8,

11
9

0
0

0
68

8,
11

9
68

,8
12

松
谷

正
光

ド
リ

ー
ム

基
金

10
,8

95
0

0
0

10
,8

95
10

,8
95

企
業

立
地

促
進

基
金

10
0,

00
0

0
0

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0

国
際

交
流

推
進

基
金

39
,1

99
0

0
0

39
,1

99
39

,1
99

印
紙

等
購

買
基

金
40

1
0

0
1,

59
9

2,
00

0
2,

00
0

森
林

環
境

譲
与

税
基

金
3,

97
8

0
0

0
3,

97
8

3,
97

8

合
計

4,
14

7,
24

8
0

0
1,

59
9

4,
14

8,
84

6
3,

52
9,

53
9
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⑤
貸

付
金

の
明

細
(単

位
：

千
円

)

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

地
方

公
営

事
業

一
部

事
務

組
合

・
広

域
連

合

地
方

独
立

行
政

法
人

地
方

三
公

社

第
三

セ
ク

タ
ー

等

そ
の

他
の

貸
付

金

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
8,

12
1

0
0

0
8,

12
1

8,
12

1
0

0
0

8,
12

1

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
（

参
考

）
貸

付
金

計

合
計
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⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

小計 0 0

【未収金】

税等未収金

町税 62,196 4,789

その他の未収金

学校給食保護者負担金 4,026 0

土地貸付 643 0

町営住宅 3 0

小計 66,867 4,789

合計 66,867 4,789

- 65 -



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

小計 0 0

【未収金】

税等未収金

町税 33,827 2,605

その他の未収金

学校給食保護者負担金 190 0

損害賠償金 45 0

町営住宅 37 0

小計 34,098 2,605

合計 34,098 2,605
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【
通

常
分

】

一
般

公
共

事
業

85
2,

22
8

8,
40

6
0

32
5,

00
0

52
7,

22
8

0
0

0
0

0

公
営

住
宅

建
設

28
,5

81
19

,0
65

28
,5

81
0

0
0

0
0

0
0

災
害

復
旧

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

教
育

・
福

祉
施

設
60

6,
22

6
84

,9
58

26
8,

83
5

9,
84

8
32

7,
54

3
0

0
0

0
0

一
般

単
独

事
業

71
,7

50
23

,9
05

17
,6

88
0

54
,0

62
0

0
0

0
0

そ
の

他
6,

41
4,

15
6

50
4,

72
3

5,
00

1,
10

1
1,

30
7,

52
3

10
5,

53
2

0
0

0
0

0

【
特

別
分

】

臨
時

財
政

対
策

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

減
税

補
て

ん
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

退
職

手
当

債
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

合
計

7,
97

2,
94

2
64

1,
05

7
5,

31
6,

20
6

1,
64

2,
37

1
1,

01
4,

36
5

0
0

0
0

0

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

1.
5％

以
下

1.
5％

超
2.

0％
以

下
2.

0％
超

2.
5％

以
下

2.
5％

超
3.

0％
以

下
3.

0％
超

3.
5％

以
下

3.
5％

超
4.

0％
以

下
4.

0％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

5,
37

0,
57

3
1,

38
4,

58
8

69
1,

53
3

35
5,

82
8

15
9,

53
0

9,
07

7
1,

81
3

0.
57

15

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

１
年

以
内

１
年

超
２

年
以

内
２

年
超

３
年

以
内

３
年

超
４

年
以

内
４

年
超

５
年

以
内

５
年

超
10

年
以

内
10

年
超

15
年

以
内

15
年

超
20

年
以

内
20

年
超

64
1,

05
7

60
9,

22
8

65
5,

52
3

64
4,

49
6

62
6,

45
8

2,
77

8,
92

9
1,

07
3,

84
3

69
1,

60
5

25
1,

80
3

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（

単
位

：
千

円
）

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

0

市
場

公
募

債
そ

の
他

地
方

債
残

高

7,
97

2,
94

2

地
方

債
残

高

7,
97

2,
94

2

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ
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他

の
金
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機

関

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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⑤
引
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引
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7

0
0
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35

7
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引

当
金
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93
89

,0
93

89
,0

93
0

89
,0

93

合
計

1,
16

7,
79

0
96

,1
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12
9,

31
1

0
1,

13
4,
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区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

組
合

負
担

金
等

塩
谷

広
域

行
政

組
合

66
8,

43
0

計
66

8,
43

0

特
別

定
額

給
付

金
事

業
2,

93
6,
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0
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
緊

急
経

済
対

策
に

お
け

る
給

付
の

た
め

そ
の

他
46

4,
29

4

計
3,

40
0,

99
4
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計

4,
06

9,
42

4

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

（
所

有
外

資
産

分
）

そ
の

他
の

補
助

金
等
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３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 金額

4,542,766

地方譲与税 139,884

利子割交付金 3,486

配当割交付金 16,381

株式等譲渡所得割交付金 18,773

法人事業税交付金 12,311

地方消費税交付金 625,364

ゴルフ場利用税交付金 26,596

自動車取得税交付金 4

環境性能割交付金 13,460

地方特例交付金 33,599

地方交付税 1,184,050

交通安全対策特別交付金 4,224

分担金及び負担金 60,235

寄附金 6,976

17,132

6,705,240

投資活動収入として収納した国庫支出金 222,423

投資活動収入として収納した都道府県支出金 5,744

計 228,167

業務収入として収納した国庫支出金 4,487,543

業務収入として収納した都道府県支出金 738,537

臨時収入として収納した都道府県支出金 0

計 5,226,080

5,454,248

12,159,488

104,628

△ 104,628

0

0

計 0

0

計 0

0

0

財源の内容

一般会計

税収等

町税

繰入金

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

宝積寺駅西第一土地区
画整理事業特別会計

税収等

繰入金

その他

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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0
0

0
0
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計
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,8
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45
4,

24
8

1,
14

3,
40

0
6,

58
3,

37
1

1,
64

9,
81

5

区
分

金
額

内
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４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

要求払預金 717,804

合計 717,804
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